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4 月 22 日に、第 3 回の審査会が開かれ

ました。 

上記案について、参考人高橋亮平君、斎木陽平

君、百地章君及び田中隆君から意見を聴取した後、

質疑を行いました。 

 

 

◎高橋亮平参考人の意見陳述の概要  

１．改正案と確認書の位置付け  

・ 選挙権年齢の引下げについて、現行法制定後 7

年近くが経過しながら法制上の措置が講じられ

ず、改正案で新たな期限を定めなかったことは極

めて残念である。  

・ 8 党は確認書で「選挙権年齢については、改正

法施行後 2 年以内に 18 歳に引き下げることを目

指し、各党間でプロジェクトチームを設置する」

と合意したが、残念ながら改正案の提案理由説明

では「改めて『改正法の施行後速やかに、投票権

年齢と選挙権年齢の均衡等を勘案し、必要な法制

上の措置を講ずるものとする』旨の検討条項を、

改正法附則に規定」としか述べていない。  

・ 本改正案が確認書を交わした政党の議員によっ

て提出されたことからも、改正案と確認書を一体

として投票権・選挙権年齢の 2 年以内の引下げを

約束したものと考えており、2 年後にそれが確実

に実現することを期待している。  

２．投票権・選挙権年齢引下げの背景  

・ 18 歳選挙権は国際標準であり、既に世界で 80％

以上、G8 では日本以外、OECD34 か国では日本

と韓国以外全ての国が 18 歳となっている。さら

にオーストリアで 16 歳選挙権が認められ、ドイ

ツ、スイス、ノルウェーの特定の州・市町村選挙

で選挙権年齢を 16 歳に引き下げるなど、欧州各

国では、16 歳選挙権に向けた動きが広がっている。 

・ 引下げに際しては、若年層の政治的判断能力の

低さや低投票率に対する懸念も考えられるが、16、

17 歳に選挙権が保障されるドイツ、オーストリア、

ノルウェーでは、16、17 歳の投票率が 18、19 歳

のそれを、10 代の投票率が 20 代前半のそれを上

回る傾向が見られる。  

・ これまで選挙権年齢の引下げは権利に関する議

論とされてきたが、成長戦略としてダイバーシ

ティ（多様性）が必要だとして、経済だけでなく

政治における若者の活用が求められる。  

・ 私は有識者と共同で、市町村議会などの選挙に

ついて選挙権・被選挙権年齢を市町村が独自に設

定できる「若者の政治参加を通じた地域活性化に

係る特区」を提案し、国家戦略特区ワーキンググ

ループによるヒアリングでも高い評価を得た。  

・ 18 歳選挙権は、世代間格差を是正し、少子高齢

社会の担い手として若者が参加する仕組みを整

える一環として位置付けることが重要である。  

３．投票権・選挙権年齢と成年年齢の関係  

・ 現行法制定時にも意見陳述したとおり、投票行

為を伴う投票権年齢と選挙権年齢は速やかに引

き下げ、民法の成年年齢は選挙権年齢引下げ後に

期限を定めて引き下げるよう求める。  

 

 

◎斎木陽平参考人の意見陳述の概要  

１．ティーンズライツムーブメントの活動  

・ 18 歳選挙権の実現を目指し、様々なシンポジウ

ムや模擬投票の実施など、①若者世代の社会参画

の拡大、②政治教育の普及、③その手段としての
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「18 歳選挙権」の実現の 3 つをミッションとして

活動している。  

２．18 歳選挙権早期実現を目指す理由  

・ 権利と責任はセットで考えなければならず、権

利を与えられているのであれば、責任についても

議論していかなければならない。  

・ 権利と責任はセットだからこそ、納税等の義務

を果たしていないのだから、18 歳選挙権は認めら

れないのだという意見もある。その意見はもっと

もだとも思うが、現在の日本の国家予算は国債に

大きく依存している。赤字国債は完全に次世代の

ツケを使って予算を運営しているということで

あり、我々は赤字国債から逃れることはできない。

この問題から逃げるつもりはなく、将来世代とし

てしっかり負担していきたいと思うところであ

る。権利と責任がセットであるならば、若者の意

見を国政の場に取り入れるため、18 歳選挙権の早

期実現を目指していただきたい。  

・ 若者の政治的判断能力を高めていくためにも、

18 歳選挙権を取り入れていただきたい。問題の一

つとして、政治的判断能力が足りないのではない

かという意見がある。事実として政治的判断能力

が不十分なところはあると思うが、そういったこ

とや政治離れが進んでいるからこそ、政治教育を

拡充させていかなければならない。  

・ 18 歳選挙権が認められれば、高校生が国政に参

加できるようになる。高校というインフラの中に、

選挙や政治の話がおりてくるということが重要

なのではないか。  

・ 高校生は親との同居率が高く、住民票も地元に

あるため、選挙に行きやすい。20 歳選挙権だと、

大学進学で地元を離れた場合、住民票の取扱いな

どで戸惑ってしまい選挙に行かず、一度選挙に行

かないという経験をしたことでずるずると行か

ないことを繰り返し、その結果 20 代の投票率が

下がっているということもある。最初の選挙に行

くときに学校がサポートすることが大事になっ

てくるのではないか。  

・ 改憲派、護憲派といろいろな議論があるが、ど

ちらが絶対に正しいというものではなく、若い世

代を含めた国民的関心を喚起していくことが重

要だと考えている。今回の国民投票法改正案で投

票権年齢が 18 歳に引き下げられたことは歓迎し

ている。憲法に対する様々な考え方があり、それ

ぞれが正当性を持っていると思うが、議論を深め

ていくことが必要で、議論に若い世代を取り入れ

ていく意味でも 18 歳選挙権の実現が必要である。 

３．留意すべきこと  

・ 成人年齢と選挙権年齢は切り離して考えるべき

との意見には賛成である。民法には民法の、少年

法には少年法の立法目的があり、公職選挙法には

公職選挙法の立法目的が考え得る。  

・ 若い世代に政治家が頑張っている姿を伝える意

味でも、18 歳選挙権を実現していただきたい。一

般的に若い世代は政治家にダークなイメージを

持っていることが多い。私は様々な活動をする中

で、政治家が国政のために朝から晩まで歯を食い

しばって努力されている姿を見てきた。そういっ

た姿を若い世代に見せていってほしい。  

 

 

◎百地章参考人の意見陳述の概要  

１．憲法改正手続法の改正と公正なルール作りの必

要性  

・ 憲法改正手続法が制定されて 7 年たち、「3 つの

宿題」のうち、投票年齢及び公務員の投票運動に

ついて漸く改正案がまとまろうとしていること

は大いに歓迎するし、憲法改正に向けた審議が加

速することを期待する。  

・ とはいうものの、「3 つの宿題」は平成 22 年ま

でに解決すべきものであったが、その宿題にこだ

わり、憲法改正に着手する機会が先延ばしされる

ことになったのは遺憾である。  

・ 本改正案では、公務員の組織的運動の規制の在

り方について、「施行後速やかに」検討を加え、

「必要な法制上の措置を講ずる」こととなってい

る。今度こそ、「速やかに」これを規制するため

の法整備に着手していただきたい。  

・ 憲法改正は、我が国の将来を左右する重大な国

家的事業であり、公正な上にも公正なルール作り

が必要である。憲法改正手続となると、失敗した

ら重大な国家的損失を招き、取り返しがつかなく

なるからである。  

・ この点、公務員の組織的活動の規制の在り方は、

公正なルール作りの上で極めて重要な意味を持

つ。それ故、予想される様々な事態を想定の上で

法整備を行っていただきたい。  

２．国民投票運動と公務員の組織的運動の規制につ

いて  

・ 国民投票運動は、選挙運動と異なり、原則とし

て自由とすべきであって、制約は最小限に抑える

べしとの見解がある。確かに、憲法改正は、国民

が直接、主権を行使する唯一の機会であるが、

「憲法制定権力」の行使とは異なる。それ故、憲

法改正のための国民投票運動では、意見表明の自

由保障、政治的混乱回避、国民投票運動の「公正

性」維持が憲法上要請されるから、国民投票運動

は原則として自由であるべきという主張は疑問

である。  

・ 国民投票運動は最長半年にわたることから、運

動を原則として自由とした場合、どのような政治

的・社会的混乱が生じるか予想がつかない。それ

故、混乱を防止し、国民投票運動の公正性を維持

するためには、原則として公職選挙法に準じた規



 
衆議院憲法審査会ニュース H26（2014）.4.30 Vol.30 

 

ホームページ：http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kenpou.nsf/html/kenpou/index.htm 

 

3 

制を考えるのが自然である。  

・ 一般論としては、「規制は自由な意見の表明を委

縮させる」ことも考えられるが、地方公務員など

による違法な政治活動・選挙活動が公然と行われ

ている状態の中でわざわざ委縮効果を与えない

ように配慮すると言えば、誤解を招くだけでなく、

現在の違法な政治活動まで正当化されかねない。 

・ 選挙運動と憲法改正のための国民投票運動は異

なるから公務員にも自由な国民投票運動を認め

るべきであるとの見解があるが、公務員による組

織的活動については規制すべきである。  

・ 憲法改正は文字通り、直接国の命運を左右する

もので、選挙活動と比べてはるかに高度な政治性

を有するものである。そのような国民投票運動に

「行政の政治的中立性」を確保すべき公務員や教

員を自由に参加させるというのは、明らかに矛盾

している。  

・ 公務員の政治的行為の制限については、最高裁

判決において合憲と判示している。公務員や教員

にも当然意見表明の自由は認められなければな

らないが、「全体の奉仕者」としての立場やその

地位の特殊性などに鑑み、その組織的・党派的運

動に制約が加えられることは、最高裁判決に照ら

しても当然である。  

・ もし、そのような国民投票運動に、政治的・教

育的に中立であるべき公務員や教員が自由にか

つ組織的に参加することになれば、行政や教育の

政治的中立性は侵害され、行政や教育に対する国

民の信頼は著しく失墜することになろう。  

３．憲法改正手続法案をめぐる諸問題  

・ 公務員にも許されるのはあくまで「個人的な国

民投票運動」及び「個人的な意見の表明」だけで

あって、「組織的な投票運動」は許されない。そ

れ故、組織を利用した投票運動や組織の支援なし

には困難と思われるような投票運動は、たとえ個

人的な運動であっても、禁止されるべきだろう。 

・ 公務員による「国民投票運動」及び「意見の表

明」は、国家公務員法・地方公務員法などによっ

て禁止されている「政治的行為」を伴わない限り

許されるが、許されるのは「賛否」の呼びかけだ

けなのか、それとも「憲法改正に関する意見の表

明」という以上、理由を述べることは許されるの

か。なぜ憲法改正に賛成か反対かに触れてはなら

ないのは不自然だろう。その場合、結果的に特定

内閣の支持・不支持に言及した時はどうなるか。

また、「憲法改正への支持・反対」が「憲法改正

を支持・反対する内閣や政党への支持・不支持」

と重なる可能性も十分ある。  

・ 「外形的」に見て「政治的行為」を伴うもので

あれば全て規制の対象とするのが、少なくとも改

正案の文言及び趣旨に合致するのではないか。  

・ 附則 4 項で掲げられている行為のみならず、「官

公庁や学校の施設を利用した宣伝活動や周辺で

の宣伝活動」も規制の対象にすべきである。  

・ 人事院規則では「政治の方向に影響を与える意

図で特定の政策を主張し又はこれに反対する」こ

とは「政治的目的」とされている。国家公務員が

国民投票運動を通して憲法改正に賛成・反対する

ことは、この「政治的目的」に当たると考えられ

る。それ故、改正案との整合性が問題となる。  

・ また、「賛否の勧誘や意見の表明」にしても、人

事院規則で禁止される形態での投票運動はでき

ないことになろう。  

・ 地方公務員については、「公の投票において特定

の事件を支持又は反対する」目的で行われる「投

票勧誘運動」等が禁止されており、憲法改正国民

投票はここにいう「公の投票」に当たると考えら

れている。それ故、憲法改正を支持又は反対する

目的で署名運動を行ったり庁舎施設等に文書・図

画を掲示したりすることは許されないと解され

る。  

・ 公務員の組織的な国民投票運動については、地

方公務員についても、国家公務員と同様、禁止事

項を具体的に定め、ともに罰則を設けるべきであ

る。  

・ 公務員や教育者による「国民投票運動での地位

利用」については、範囲等が必ずしも明確ではな

いなどの意見があるが、公務員や教育者の地位利

用がもたらす大きな弊害を考えれば、罰則を設け

る必要がある。公職選挙法にならって、「国民投

票への投票」を誘導するような行為を禁止するこ

とはできないか。  

 

 

◎田中隆参考人の意見陳述の概要  

１．改憲手続法の制定の経過と改正の本質  

・ 改憲手続法が議論に上がったのは、当時の安倍

首相が掲げた憲法を頂点とした戦後レジームか

らの脱却というスローガンの下、9 条改憲のレー

ルを敷くためのものであった。2007 年 5 月の強

行採決から本日まで凍結状態であったのは、安倍

首相の同方針に対する国民の批判が背景にある。

制定から 7 年、改憲手続法の起動を求める国民の

声は起きず、解釈改憲や立法改憲の動きが強まる

なか、世論調査でも改憲反対が上回っている。し

たがって、改憲手続法の起動は、改憲を加速させ

ようとするものだ。  

・ 解釈改憲、立法改憲を推進することを口実に明

文改憲に誘導することは、立憲主義を破壊するも

のである。今回の改憲手続法は、制定当時以上に

改憲に向けた政治の道具にされる懸念がある。憲

法改正手続は、公正中立でなければならず、政争

の具としての改憲手続法は本質的に廃止される

べきである。  
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２．検討審議における課題・論点  

・ 制定法では、公務員の国民投票の自由、18 歳投

票権の実現、国政事項国民投票の検討と措置が附

則で規定されている。いずれも政治参加を目指す、

貴重な意味を持ったもので、これらの実現を条件

に制定法は実現した。また、最低投票率、有料意

見広告の規制、公務員・教員の地位利用の禁止の

限定等は、参議院の 18 項目の附帯決議に集約さ

れている。本改定案で、これらの課題が適正に実

現されているかどうかは、厳重かつ慎重に検討す

る必要がある。  

・ 公務員の国民投票運動の自由について、現行附

則 11 条が要求するのは、公務員法制による政治

活動禁止から、国民投票運動が除外されることを

条文上明らかにすることであった。そのためには

改正法 100 条の 2 の本文を挿入すればよいだけで

あり、7 年もかかった理由が理解できない。なお、

賛否の勧誘、意見表明には、前提となる政治認識

の表明を含まざるを得ず、ただし書きを不当に拡

張すれば、国民投票運動が行えなくなるため、た

だし書きは、限定的な解釈をすべきことを確認し

ておきたい。  

・ 本改定案の問題は、現行附則 11 条の射程を逸

脱し、公務員の規制強化が盛り込まれていること

である。制定法は、国民投票運動の原則自由が謳

われているにもかかわらず、本改定案では、公務

員の国民投票運動の自由が剥奪されている。しか

も、組織による勧誘行為の企画等に関する新たな

検討規定が加わり、公務員が加わった団体の憲法

問題への関わりを遮断することになる。これによ

り、適法な公務員労働組合の活動に対し、国民投

票運動を理由に規制や干渉が加えられることに

なり、結社の自由、労働基本権との関係で重大な

問題がある。  

・ 8 党合意には、公務員・教員の地位利用に対す

る刑罰禁止の検討や地方公務員の政治的行為規

制を国家公務員と同様に刑罰禁止とすることに

まで触れている。このことは、制定時の見地から

大幅に後退するもので、これを契機に公務員の政

治活動一般に対し、一層の規制強化を図る危険性

がある。公務員の政治活動の自由を拡大すること

が世界の趨勢であり、我が国でも 2012 年 12 月 7

日の堀越事件最高裁判決では、猿払事件判決を実

質的に変更し、政治活動の自由を拡大している。

本改定案の一連の流れは、制定法だけでなく、歴

史の趨勢にも逆行するものである。  

・ 現行附則 3 条が要求しているのは、施行までの

3 年間で 18 歳投票権を実現することである。しか

し、7 年間で 18 歳投票権を実現する公職選挙法改

正案を提出した政党もなければ、18 歳投票権を国

民に訴える運動を展開した事実も確認できない。

附則も拘束性を持った法規であるにもかかわら

ず、国会は自らが制定した法規を無視している。

義務を履行できないなら、一旦白紙にすべきであ

る。  

・ 今回の改定案は、宿題に答えるものとはなって

おらず、18 歳選挙権について、附則で期限の明示

のないものに後退しており、また、国民投票権年

齢については、4 年間は本則の 18 歳ではなく 20

歳とされている。与党は、放置すれば立法改憲が

進展するため、9 条改憲を急ごうとしており、若

者を投票に参加させないまま、9 条改憲が行われ

てしまう危険がある。18 歳選挙権を先送りにした、

改憲手続法の見切り発車は認められない。  

・ 最低投票率、有料意見広告、地位利用の限定の

問題等は、法案審議の経過で問われ続けた問題だ

が、残念ながら、これらの検討を含めて今回の法

案が作成されているとは思えない。逆に、公務員

の地位利用については、与党原案にあった、刑罰

法規が復活されようとしている。これは、制定時

の検討を裏切る重大な問題をはらんでいる。  

３．検討と審議の在り方  

・ 現行法制定時に特別委員会で行われた調査や検

討は、慎重かつ公正なものと評価できるもので

あった。一方で、今回は審議を急いでいるように

感じ、その理由も分からない。それでは、課題の

解決もできず、公正中立であるべき改憲手続法を

一層の政治の道具に貶めることにしかならない。

政局の具の烙印を押された改憲手続法は、本来廃

止すべきであるが、仮にできないなら、少なくと

も制定当時の原点に立ち戻り、慎重かつ公正な国

民的な検討をしていただきたい。  

 

 

◎参考人に対する質疑者及び主な質疑事項等 

古 本 伸一郎君（民主） 

＜全参考人に対して＞  

・ 今回の改正案により、投票権年齢は遅くとも 4

年後には 18 歳に引き下げられるが、選挙権年齢

についても 18 歳に引き下げるべきだと考えるか。 

＜発言＞  

・ 直近の世論調査によれば、投票権年齢の引下げ

の問題に対する賛否は拮抗している。これは、こ

の問題が国会では盛り上がっているが、国民的議

論の広がりがないことを示している。その要因と

して、大人と言えば 20 歳以上であるとの観念が

あること、国民投票権が付与される若い世代が教

育現場で政治に触れる機会が少ないことが挙げ

られるのではないか。  

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 両参考人は、中学・高校の授業で、集団的自衛

権とは何かについて社会科の先生から教わった

ことはあるか。また、説明に加えて、先生の意見
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を聞きたかったか。  

＜発言＞  

・ 裁判官、公安委員会委員などは国民投票運動が

禁止されることとなるが、高校生がこれらの者と

触れ合う機会は滅多にない。むしろ重要なのは、

学校の先生が何をどこまで話すかということだ。 

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 高校生が政治と触れ合う機会が少ない中、学校

行事において特定の政党の議員が呼ばれたり、呼

ばれなかったりしているのが現状だと思うが、学

校は、政治との触れ合いに関しては中立かつオー

プンにすべきだと考えるか。  

＜発言＞  

・ 文部科学省に確認したところ「学校は、一般に

政治的中立が求められており、学校行事に誰を呼

ぶか等については各学校や学校の設置者が適切

に判断する」とのことだった。18 歳選挙権等を認

めると、高校の校長は、一層難しい判断を迫られ

るのではないか。  

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 就職した 18 歳と就学した 18 歳では、社会的な

自立の観点から彼我の差があると思う。将来的に

は、同じ 18 歳であっても、成年である者とそう

でない者がいてもよいとの見解もあり得ると思

うが、この点についてどのように考えるか。  

大   拓君（自民） 

＜全参考人に対して＞  

・ 成年年齢の引下げについては、関係者間でも意

見のばらつきがある。選挙権年齢引下げと成年年

齢引下げとの関係について、両者を一致させるべ

きかどうかについて政府内でも意見が異なって

いる。成年年齢と投票権年齢は一致させるべきと

考えるか。  

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 先生が意図するとしないとにかかわらず特定の

方向に誘導するということは十分に起こり得る

ので、学習指導要領等に公平中立な教育の方法を

定める必要性について伺いたい。  

＜百地参考人及び田中参考人に対して＞  

・ 公務員が行う国民投票運動と、違法な政治的活

動との切り分けが困難であるとの指摘がある。国

民投票運動を行う公務員に対する委縮的効果を

防止することと、違法活動を抑制することについ

ては対立関係にあるため、この同時運用は難しい

と思うが見解を伺いたい。  

伊 東 信 久君（維新） 

＜百地参考人に対して＞  

・ 公務員の組織的な勧誘運動の企画等については、

自公案では禁止されていたが、本改正案では附則

に検討条項として盛り込まれた。我が党は、地方

公務員の政治的行為に罰則を科す法案を提出し

たが、これについて意見を伺いたい。  

＜田中参考人に対して＞  

・ 地方公務員の政治的行為は禁止の範囲が狭く罰

則の規定もないが、国家公務員の政治的行為は厳

しく制限され罰則もある。しかし、憲法改正の国

民投票運動については、国家公務員法・人事院規

則では禁止の対象としていないが、地方公務員法

では「公の投票」に関する規定があるために禁止

の対象となるという逆転現象が発生している。我

が党は、公務員の政治的行為の規制は、国家公務

員と地方公務員を同等に扱うべきであると考え

ているが、意見を伺いたい。  

＜百地参考人に対して＞  

・ 人事院規則では、政治の方向に影響を与える意

図で特定の政策を主張し又は反対することが禁

じられているが、地方公務員にはこのような規定

がない。我が党は、公務員の政治的行為の規制は、

国家公務員と地方公務員を同等に扱うべきであ

ると考えているが、意見を伺いたい。  

＜高橋参考人に対して＞  

・ 憲法教育そのものの重要性は共通認識だと思う。

日本国憲法の制定過程等が現在の学習指導要領

に入っているが、これらは学校教育においてさら

に充実していく必要があるのではないか。  

＜斎木参考人に対して＞  

・ 斎木参考人は、18 歳選挙権は権利であるととも

に、責任でもあるとした上で、若者の政治的判断

能力を育む必要性を強調していたが、憲法教育の

充実について具体的な意見を伺いたい。  

＜田中参考人及び百地参考人に対して＞  

・ 民法の成年年齢を引き下げずに、公職選挙法の

選挙権年齢を引き下げることは可能か。  

斉 藤 鉄 夫君（公明） 

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 私どもは選挙権年齢と国民投票の投票権年齢を

ともに 18 歳にすべきと主張してきたが、議論の

過程では、選挙は人を選ぶものであるのに対し、

国民投票は長期にわたる政策・方針を選ぶもので、

より長期を見越しているので、分離してでも投票

権年齢を引き下げるべきとの意見もあった。この

ことについてどう考えるか。  

・ 世論調査では 18 歳への引下げについて賛否は

半々であり、慎重な意見も多い。これについてど

う考えるか。  

・ 諸外国では、若い人ほど投票率が高いというデー

タがある。これはなぜだと考えるか。また、その

高い投票率を維持するためにできる工夫につい

て何か考えはあるか。  

＜百地参考人に対して＞  

・ 百地参考人は、18 歳選挙権に関して、民法や少

年法との整合性を慎重に考えた方がよいという

意見だと思うが、将来的には民法や少年法も 18
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歳にそろえるべきだと考えるか。  

＜斎木参考人に対して＞  

・ 投票権年齢や選挙権年齢を 18 歳にすると、同

じ教室の中で投票権・選挙権を持っている生徒と

持っていない生徒に分かれ、混乱が起きるという

議論もあった。これについてどう考えるか。  

＜百地参考人に対して＞  

・ 国民投票は政策を選ぶものだから、より自由に

運動できるようにというのが我々の基本的な考

え方である。これに対し、百地参考人は、国民投

票は非常に長期にわたる日本の在り方を決める

からこそ、より規制が必要だという意見だと思う

が、この二つの考え方の違いについてどう考える

か。  

＜田中参考人に対して＞  

・ 国民投票法そのものが国民が今望んでいるもの

ではないという意見だったと思うが、憲法 96 条

には憲法改正の手続が定められており、それを担

保するための法律がないということで、ある意味

で国民の主権を行使する道が閉ざされていた。こ

の主権行使の方法をきちんと決めるのは、憲法を

守ることになるのではないか。  

三 谷 英 弘君（みんな） 

＜百地参考人に対して＞  

・ 地方公務員や教員による違法な政治活動及び選

挙活動が行われているとのことであるが、この点

について詳しく説明してもらいたい。  

＜発言＞  

・ 様々な政治問題について偏った教育がなされた

例もあるのではないかと感じている。  

＜高橋参考人、斎木参考人及び百地参考人に対して＞ 

・ 生の政治に触れさせることと、政治的に偏った

教育を行うことを切り分けることが可能かどう

か、意見を伺いたい。  

・ 18 歳選挙権の理由として兵役の義務との関係と

いう話もあったが、兵役の義務がない日本におい

ては参政権に相応する義務は何であると考える

か、伺いたい。  

畠 中 光 成君（結い） 

＜全参考人に対して＞  

・ 本改正案に係る議論の中で、私は、若年層の権

利より公務員の権利のほうが大事なのかとの指

摘をしてきた。参考人各位に、本改正案全体の印

象を伺いたい。  

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 年齢引下げについては、法律以前の問題として、

年齢と判断力は関係がないと考えている。人口構

造が現行憲法制定時と比べて大きく変わってい

る中、財政問題等に鑑みると、若者の基本的人権

さえ、十分に尊重されていないというような政治

課題が山積しつつある。選挙権年齢引下げに賛成

の立場の両参考人に、18 歳に選挙権を認めた場合

に、敢えて懸念する点があれば伺いたい。  

＜斎木参考人及び百地参考人に対して＞  

・ 我が党は、一般的国民投票について道を開くこ

とを主張している。道州制、一院制等の統治機構、

原発の是非を問う国民投票など、憲法改正以外の

国民投票もあってもいいと考えるが、所見を伺い

たい。  

＜発言＞  

・ 過去の内閣法制局長官答弁にもあるように、法

的拘束力のない諮問的国民投票であれば、憲法の

採用する間接民主制を害さない。欧州等では、こ

ういったハイブリッドな国政制度が主流になり

つつあり、今後も憲法審査会で検討していきたい。 

笠 井  亮君（共産） 

＜田中参考人に対して＞  

・ 改憲手続は、改憲の動きが国民の側から具体的

な問題として現れたときに整備すればよいと考

えるが、いかがか。  

・ 投票権年齢については、7 年前の法制定時の当

初自公案では 20 歳とされ、併合修正案で 18 歳に

引き下げられたが、法施行までの 3 年間で選挙権

年齢も 18 歳に合わせることとされていた。今回

の改定案では、投票権年齢を 4 年間は 20 歳に戻

し、選挙権年齢の引下げは「検討」することとさ

れている。現行法の立法趣旨に逆行しているにも

かかわらず、投票権年齢を 18 歳に引き下げると

いうあたかも前向きのもののように宣伝されて

いるが、このことについて、どう考えるか。  

＜高橋参考人及び斎木参考人に対して＞  

・ 我が党は、改憲手続法とは関わりなく、18 歳選

挙権の一刻も早い実現を主張してきた。選挙権年

齢の引下げについては、法制定時に義務付けられ

た 3 年以内の引下げが 7 年を経ても実現せず、今

回の改定案では「検討」となり、その実現は大い

に懸念される。両参考人は、どのように受け止め

ているか。  

＜百地参考人に対して＞  

・ 公務員に求められるのは職務に対する公正性で

あるから、公務員の一市民としての国民投票運動

を規制すべきとの議論は理解に苦しむのだが、い

かがか。  

＜田中参考人に対して＞  

・ 今回の改定案は、公務員の国民投票運動につい

て規制を強化するものであり、できるだけ多くの

国民が運動に参加するべきであるとの 7 年前の法

案提出者の立法趣旨にも逆行すると思う。この点

に関し、諸外国における動向及びこの改定案に

よって懸念される問題を含めて、意見を伺いたい。 

・ 改憲手続法の制定時の審議では、日弁連等から

参考人・公述人として意見を伺っており、また、

制定後も抜本的見直し、抜本的改正に関する意見
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書などが寄せられているが、この点についてどう

考えるか。  

鈴 木 克 昌君（生活） 

＜高橋参考人に対して＞  

・ 選挙権年齢を 18 歳に引き下げることは、国民

投票の投票率が上がることへのインセンティブ

となるか。  

＜斎木参考人及び高橋参考人に対して＞  

・ 若者に対する憲法教育も含めた政治教育が重要

となるが、学校で先生により政治教育が行われる

ことについてどのように考えるか、どのような教

育体制を作ることが必要と思われるか、見解を伺

いたい。  

＜発言＞  

・ 選挙権年齢の 18 歳引下げにより日本が良い形

に変わるきっかけになると良いと考える。政治教

育は、都市部では理想的な教育ができたとしても

地方でそれと同じような教育ができるかどうか

との問題がある。制度設計について時間をかけ

しっかり議論する必要がある。  

＜百地参考人に対して＞  

・ 国民投票運動を行う公務員に、萎縮的効果を与

えることとならないよう、政府に配慮を求める合

意事項に対する見解を改めて伺いたい。  

＜田中参考人に対して＞  

・ 公務員の国民投票運動に対する規制を慎重に考

える必要があるとの意見についての見解を改め

て伺いたい。  

                        

 

 

4 月 24 日に、第 4 回の審査会が開かれ

ました。 

◎午前 

１．上記案に関し、選挙権年齢・成年年齢の 18 歳

引下げに係る諸課題等について、政府参考人か

ら説明を聴取した後、上記案について、政府参

考人及び衆議院法制局当局に質疑を行いまし

た。 

 

 

◎政府参考人からの説明聴取の概要  

総務省の説明の概要（選挙権年齢の

引下げに関する検討状況について） 

・ 平成 19 年 5 月の憲法改正国民投票法成立後、

同法附則 3 条 1 項を踏まえ、公職選挙法、成年年

齢を定める民法その他の法令の年齢条項につい

て検討が行われてきたが、今日まで、これらにつ

いて必要な法制上の措置を講ずるに至っていな

い。  

・ 選挙権年齢の引下げについては、総務省として

は、仮に、民法の成年年齢や少年法の適用対象年

齢とずれが生じると、社会的・経済的に自立しう

る主体と認められない者である民法上の未成年

者、原則として刑事責任を問われず保護処分とさ

れる少年法上の少年に対し、政治への参加資格で

ある選挙権を認めることとなることから、選挙権

年齢はこれらと一致することが適当と考えると

説明をしてきた。  

・ 諸外国においても、選挙権年齢、民法上の成年

年齢及び刑事手続において少年として取り扱わ

れなくなる年齢は、例えば G8 では原則として一

致している。  

・ 仮に、選挙権年齢と少年法の適用対象年齢にず

れが生じた場合には、実務的には、18、19 歳の者

が選挙犯罪等の犯罪を犯しても、原則として保護

処分となり、公民権停止の対象とならない点につ

いて、20 歳以上の者との均衡を失することとなり、

この点をどう整理するかが論点となる。  

・ 選挙権年齢の引下げについては、今後、各党各

会派において議論が行われるものと承知してい

るが、総務省としては、立法府において結論が出

された場合には、それに基づき、適切に対応して

まいりたい。  

法務省の説明の概要（民法の成年年

齢の引下げについての法務省におけ

る検討状況について） 

・ 民法の成年年齢の引下げについては、国民投票

法附則 3 条を踏まえ、法務大臣から法制審議会に

会議に付されている案件  

○日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を
7 名提出、衆法第

14 号） 

＜政府参考人の説明者＞  

安田  充君（総務省自治行政局選挙部長）  

萩本  修君（法務省大臣官房審議官）  

上冨 敏伸君（法務省大臣官房審議官）  

前川 喜平君（文部科学省初等中等教育局長）  

山崎 史郎君（消費者庁次長）  

 

＜質疑者＞  

  元君（自民）  武正 公一君（民主） 

小沢 鋭仁君（維新）  斉藤 鉄夫君（公明） 

三谷 英弘君（みんな） 畠中 光成君（結い） 

笠井  亮君（共産）  鈴木 克昌君（生活） 
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諮問され、平成 21 年 10 月、法務大臣に対する答

申がされている。  

・ 法制審議会の答申は、特段の弊害がない限り、

選挙権年齢と成年年齢の一致が望ましいとした

上で、国民投票法の投票権年齢が 18 歳と定めら

れたことに伴い、公職選挙法の選挙権年齢が 18

歳に引き下げられるのであれば、民法の成年年齢

を 18 歳に引き下げるのが適当であるとしている。

また、同答申は、引下げの法整備を行うには、若

年者の自立を促すような施策や消費者被害の拡

大のおそれ等の問題点の解決に資する施策が実

現されることが必要であるとしている。  

・ 政府においては、消費者保護施策の充実や消費

者関係教育等、これまで成年年齢の引下げに向け

た環境整備に取り組んできたところであり、法務

省としても、関係省庁と連携を図りつつ、法教育

の充実等、民法の成年年齢の引下げに向けた環境

整備に努めてきた。  

・ 公職選挙法の選挙権年齢と民法の成年年齢の関

係は、民法の成年年齢が、①親の同意なく一人で

契約をすることができる年齢及び②親権に服す

る年齢を何歳までとすべきかという観点から定

められているのに対し、選挙権年齢は、何歳から

国政選挙に参加させるかという観点から定めら

れており、立法趣旨は異なる。  

・ したがって、民法の成年年齢と選挙権年齢は理

論的に一致する必要はなく、民法の成年年齢を引

き下げなくとも、選挙権年齢を引き下げることが

可能であることに、学説上の異論はない。諸外国

においても、私法上の成年年齢より低く選挙権年

齢を定めている例や、現在は同一の年齢となって

いても選挙権年齢の引下げが先行している例が

ある。  

・ 法務省としては、選挙権年齢と民法の成年年齢

とは、必ずしも一致する必要はなく、選挙権年齢

の引下げによって、両者に差異が生じたとしても、

特段の問題は生じないと考えている。  

・ 民法の成年年齢の引下げについては、関係施策

の充実に加え、成年年齢の引下げに向けた国民意

識が醸成されることが必要になるが、今後、公職

選挙法の選挙権年齢が成年年齢に先行して引き

下げられることになれば、成年年齢引下げに向け

た国民の意識が醸成されることになり、引下げに

向けた環境整備がより一層促進されるのではな

いか。  

・ 法務省としては、憲法審査会での議論の状況や、

各党間のプロジェクトチームにおける選挙権年

齢の引下げに向けた検討状況等を注視しながら、

引き続き、成年年齢の引下げに向けた環境整備に

努めていきたい。  

法務省の説明の概要（少年法の適用

対象年齢の在り方についての法務省

における検討状況について） 

・ 法務省においては、現在、満 20 歳未満となっ

ている少年法の適用対象年齢を満 18 歳未満に改

める必要があるか否かについて検討を行ってき

た結果、公職選挙法の選挙権年齢が満 18 歳以上

に引き下げられたとしても、それが直ちに少年法

の適用対象年齢を満 18 歳未満に引き下げなけれ

ばならないわけではないと考える。  

・ 少年法上の少年については、家庭裁判所が必要

と認めた場合には保護観察や少年院送致などの

保護処分ではなく、刑罰を科すことができること

から、少年法の適用対象年齢を満 18 歳未満に引

き下げるか否かの問題は、現在、保護処分と刑事

処分の双方が可能である 18、19 歳の若年者を一

律に刑事処分の対象とし、保護処分を科し得なく

することが刑事司法の観点から適切か否かとい

う観点から検討すべき問題であると考える。  

・ この点について、現時点において、これらの者

に対する保護処分の必要性が失われたと評価す

べき事情は認められず、少年法の適用対象年齢を

引き下げなければならないわけではないと考え

る。  

・ 公職選挙法の選挙権年齢は満 18 歳以上、少年

法の適用対象年齢は満 20 歳未満という状況に

なったとしても、法務省としては、公職選挙法と

少年法との間に不整合が生じるとはいえないと

考える。  

・ そのような状況では、18、19 歳の者が選挙違反

を犯した場合に保護処分の対象となり公民権停

止・連座の対象にならない場合が生じることが問

題であるとの指摘がある。  

・ 法務省としては、選挙違反を犯した 18、19 歳

の者が保護処分となった場合にも公民権停止・連

座の対象となる必要があると公職選挙法上の政

策判断として認められるのであれば、一定の保護

処分を受けた者についても公民権停止・連座の対

象とするなどの公職選挙法上の措置を講ずれば

足りると考える。  

・ 選挙違反を犯した 18、19 歳の者が刑事処分で

はなく保護処分となる可能性があることを理由

に、少年法の適用対象年齢を必然的に引き下げる

必要があるとは考えていない。  

・ 今後憲法審査会における議論の状況を踏まえ、

必要に応じて検討を行っていきたい。  

文部科学省の説明の概要（学校にお

ける憲法教育や政治教育について） 

・ 憲法教育・政治教育は学習指導要領に基づいて

実施されており、現行の要領には、小学校におい

ては、国民生活の安定・向上を図るために大切な
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政治の働き、憲法の基本的な考え方に基づく我が

国の民主政治等が、中学校においては、憲法に基

づいて行われる政治の意義、憲法の三大原則、国

会を中心とする民主政治の仕組みや議会制民主

主義の意義、民主政治の推進と国民の政治参加、

選挙の意義等が、高等学校においては、憲法に定

める政治の在り方と国民生活とのかかわりや政

治参加の重要性、政治機構の概観、望ましい政治

の在り方と主権者としての政治参加の在り方等

について定められている。  

・ 今後の学習指導要領に基づいた憲法教育・政治

教育の取組としては、教育関係者への国民投票法

の趣旨の周知、また、関係省庁と連携して、社会

参画に関する実践的・体験的な学習の支援と情報

発信（模擬投票、模擬選挙、ディベート等）といっ

たものを行っていきたいと考えている。  

・ 次期学習指導要領の改訂に向けた議論が今年度

から中央教育審議会で始まる見込みだが、例えば、

高等学校の新科目として「公共」（仮称）を設置

する検討など、憲法教育・政治教育の充実に向け

た検討を進めたいと考えている。  

消費者庁の説明の概要（若年層に対

する消費者教育について） 

・ 消費者教育の推進に関する法律に基づき昨年 6

月に閣議決定された「消費者教育の推進に関する

基本的な方針」において、成年年齢の引下げに関

しては、「消費者被害等の状況や、成年年齢の引

下げに向けた環境整備の観点等から、高等学校段

階までに、契約に関する基本的な考え方や契約に

伴う責任、消費者市民社会の形成に参画すること

の重要性などについて理解させ、社会において消

費者として主体的に判断し責任を持って行動で

きるような能力を育む」ことが示されている。  

・ 消費者庁においては、基本方針に加え、幼児期

から高齢者までの発達段階ごとに消費者教育の

目標を示しており、消費者教育ポータルサイトも

活用して各地域での消費者教育の実践例を収

集・提供するなどして、地方自治体での取組を支

援している。 
 

 

◎政府等に対する質疑者及び主な質疑事項等  

 田  元君（自民） 

＜発言＞  

・ 「3 つの宿題」のうち、18 歳の問題については、

本改正案施行後 4 年間は国民投票の投票権年齢を

20 歳とし、5 年目以降自動的に 18 歳に引き下げ

ることとしている。また、改正案附則において、

選挙権年齢等も速やかに 18 歳に引き下げること、

さらには 8 党合意で、2 年以内に選挙権年齢を 18

歳に引き下げることを目指して各党間でプロ

ジェクトチームを立ち上げること、選挙権年齢が

4 年を待たずに引き下がった場合には、投票権年

齢も同時に 18 歳に引き下げることを決めた。こ

の合意に賛同した政党に所属する議員は、衆参い

ずれも 9 割以上を占め、国会の意思とも言えるも

のである。政府においても、これをしっかりと受

け止め、全力で対応していただきたい。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 国民投票の投票人名簿と公職選挙法の選挙人名

簿は対象者が違うので別々に調製するとされて

いるが、現状においてそれができているか。仮に

投票権年齢が 18 歳で選挙権年齢が 20 歳とずれが

生じた場合も、別々に調製されている名簿を実行

することは可能か、総務省に伺いたい。  

・ 選挙権年齢を 18 歳に引き下げる場合、一定の

周知期間が必要であると考えるが、現段階におい

て、どの程度の周知期間が必要であると考えてい

るか。  

・ 法制審議会の答申では、「18 歳に引き下げるこ

とが適当」とある一方、若年者の自立や消費者被

害の拡大防止の施策が十分行われていることが

必要とあるが、両者は関連付けられているのか。

それとも、重点は 18 歳に引き下げることにあり、

若年者の自立等の施策が行われていることが望

ましいということであって、必ずしも関連してい

ないのか、法務省の見解を伺いたい。  

・ 成年年齢の引下げに伴う法務省の関連法令につ

いての検討状況について伺う。  

・ 選挙権年齢が引き下げられた場合の少年法の扱

いについて、法務省の見解を伺いたい。  

・ 文部科学省の学習指導要領は非常に抽象的な表

現にとどまっていることからその改訂が必要だ

が、次回の学習指導要領までの期間は長く、中間

的にも改訂が必要であると考えるが、文部科学省

の見解を伺いたい。  

・ 成年年齢が引き下げられた場合の消費者教育に

ついては非常に重要であると考えるが、消費者教

育充実に向けての決意を消費者庁に伺いたい。 

武 正 公 一君（民主） 

＜政府参考人に対して＞  

・ 「選挙違反を犯した 18、19 歳の者について、

公職選挙法上の措置を講じれば、少年法の適用年

齢を 18 歳に必然的に引き下げる必要はない」旨

の法務省の見解について、総務省はどのように考

えるか。  

・ 今回の改正案及び確認書により、投票権年齢は

遅くとも 4 年以内に 18 歳に引き下げられ、投票

権年齢と選挙権年齢との均衡等を勘案した必要

な法制上の措置が講じられることとなる。総務省

にはより一層の取組が求められると思うが、いか

がか。  
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・ 「現時点において、18、19 歳の者に対する保護

処分の必要性が失われたと評価すべき事情は認

められず、少年法の適用年齢を引き下げなければ

ならないわけではない」旨の法務省の見解は、い

つ取りまとめられ、いつ各省会議、あるいは総務

省へ通知されたか。  

・ 平成 21 年 10 月の法制審議会答申では、成年年

齢の 18 歳への引下げを適当としつつも、そのた

めには、消費者被害の拡大等の問題等若年者の自

立を促す施策の実現が必要であるとされた。法務

省に、当該施策の進展状況を伺いたい。  

・ 日本は、戦時中の学徒動員等について政府が詳

細を把握していないなど、歴史の検証が不十分で

ある。歴史教育の充実に関する学習指導要領の見

直しと、幅広い政治教育の取組について、文部科

学省の見解を伺いたい。  

・ 政治的中立についてだが、先日の参考人質疑に

おいて、同僚議員から「学校行事にどのような政

治家を呼ぶかは、学校の運営者の判断に委ねられ

ている」旨の指摘があった。この指摘についての

文部科学省の所見を伺いたい。また、これは、公

立学校であると私立学校であるとを問わないと

の理解でよいか。  

・ 今回の改正案の成立により憲法改正の国民的議

論を惹起していく中で、憲法改正の議論には歴史

の検証が欠かせないと考えている。この点につい

ての内閣官房の所見を伺いたい。  

・ 自治体において、各種団体による催事への後援

について政治的中立を理由に断る事例が増えて

おり、その中でも憲法をテーマにしたものを断る

例が多いようだ。憲法改正の国民的議論が惹起さ

れようとする中、これに逆行する動きのようにも

見受けられるが、総務省の考えを聞きたい。  

＜発言＞  

・ 政治的中立が求められるから、学校は政治家を

行事に呼ばない、自治体は催事を後援しないとい

う動きは、いかがなものか。「政治的中立」の捉

え方は、憲法審査会に課された課題であり、また

政府においても検討されたい。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 消費者教育推進法で自治体に設置の努力義務が

課せられた消費者教育推進地域協議会の設置件

数、同協議会が定める消費者教育推進計画の策定

件数はどのくらいか。また、高齢者、障害者のほ

か、若年層の消費者問題への取組について、消費

者庁の所見を伺いたい。 

小 沢 鋭 仁君（維新） 

＜発言＞  

・ 「3 つの宿題」について国による法制上の措置

が講じられてこなかったことは、国の不作為であ

り、国会に身を置く立場として反省するとともに、

政府も重く受け止めるべきである。憲法審査会始

動後、当時与党筆頭幹事として「3 つの宿題」の

先行処理を提案したが、却下された経緯がある。

その後、維新に移って国民投票法改正案の起草に

携わり、維新単独で提出した。そうした中で自公

案もまとまり、今日に至ったことは感無量である。 

・ 我が党は、年齢問題は、世界標準という観点か

らも、直ちに無条件に 18 歳に引き下げるべきと

いう立場である。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 年齢条項の見直しに伴う法制上の措置の検討状

況の具体的数値を伺いたい。また年齢問題につい

て法務省と総務省の意見の相違に対し、内閣官房

はどのような取組を行っているか。  

・ 法務省は法制審議会で検討し、一応の結論を得

ている。他方、総務省における検討体制はどのよ

うになっているのか。  

・ 法制審議会の答申では、成年年齢の引下げは国

会の動向を見極めるなどとし、結論を留保してい

るが、法務省は、よりすっきりした結論を出せな

いのか。  

・ 法制審議会の答申では、近年の若者の特徴とし

て精神的・社会的自立の遅れを指摘する一方、18

歳引下げが望ましいとの結論となっているが、ど

のような論理によるものか。  

＜発言＞  

・ 我が党と他の各党も条件なしの 18 歳引下げを

主張している。国民投票権年齢と選挙権年齢が

違っていると様々な問題が起こると考えられる

が、できる限り早く憲法審査会において「3 つの

宿題」の不作為を解決し、一日も早く 18 歳引下

げを決め、新しい時代を迎えたいと思う。 

斉 藤 鉄 夫君（公明） 

＜政府参考人に対して＞  

・ 年齢条項の見直しに関するこれまでの政府の検

討の経緯、特に、憲法審査会でも議論となった昨

年 6 月以降の検討状況について、内閣官房に伺い

たい。  

・ 政府の方針が定まらないのは、総務省と法務省

の対立があるからだと思われるが、具体的な対立

点はどこにあるのか、総務省及び法務省に伺いた

い。  

・ 今回の改正案及び 8 党合意による確認書では、

選挙権年齢の引下げが先行することになると思

われるが、総務省はこれまでの見解を軌道修正す

るのか。  

・ 公職選挙法の改正はこれまで議員立法によって

行われてきたが、今回の選挙権年齢の引下げも議

員立法によって行われると思われる。そのような

法整備が行われた場合に、総務省はそれを前提に

法を執行するということでよいか。  

・ 谷垣法務大臣が民法の成年年齢の 18 歳以上へ

の引下げに向けて検討を進めるとの考えを表明
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しているが、法務省としての考えを伺いたい。  

・ 選挙権年齢の先行引下げであっても、少年法の

適用年齢との齟齬はできるだけ短期間であるこ

とが望ましい。少年法の適用年齢の引下げに関す

る考え方について、法務省の見解を伺いたい。  

・ 今後、年齢検討条項の見直しに関する検討委員

会における早急な取りまとめに向けて、内閣官房

の決意を伺いたい。  

・ 改正案成立後は、憲法教育をどのように充実さ

せていくのか、文部科学省の考えを伺いたい。 

三 谷 英 弘君（みんな） 

＜発言＞  

・ 選挙権年齢を 18 歳に引き下げると、高校 3 年

生も有権者となるので、今まで以上に学校におけ

る政治教育の充実が必要となる。これまでの政治

教育が特定の思想に偏っていたことが、政治に触

れようとしない教育という最近の傾向を生んだ

のだろう。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 先日の参考人質疑でも、高校で政治に触れる機

会の重要性が説かれていた。そこで、政治的中立

性を保持した上での、政治に触れる、政治的な議

論をさせる機会の確保について、文部科学省の見

解を伺いたい。  

＜発言＞  

・ 模擬選挙の実施などは、政治に触れ合うよい機

会になると思うが、一方で、高校のようなクロー

ズドな環境では、政治信条の吐露がいじめにつな

がることもあり得る。投票の秘密の重要性などに

ついても、あわせて学べるようにしてはどうか。 

＜政府参考人に対して＞  

・ 総務省は、18 歳選挙権が未だに実現しない最大

の問題点は何であると考えるか。また、選挙権年

齢と少年法の適用年齢の一致は必要ないとの法

務省の見解について、どのように考えるか。  

＜発言＞  

・ 同じ犯罪行為であっても、少年と成人とで処分

が異なるのは当然のことだ。総務省が、選挙権年

齢と少年法の適用年齢の一致について殊更にこ

だわるのは、法務省が少年法の適用年齢を引き下

げないのを理由に、総務省は選挙権年齢を引き下

げずに済むと考えているからではないか。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 法務省は、成年年齢を 18 歳に引き下げられな

い最大の懸案は何であると考えるか。  

・ 成年年齢の引下げは社会的に極めて大きな影響

があるため環境の整備が必須であるとのことだ

が、未成年者が婚姻をすれば成年と擬制する制度

が既にあるではないか。これらの整合性について、

法務省はどのように考えているか。  

・ 婚姻による成年擬制について、未成年者が婚姻

を自ら判断することによって財産管理能力が認

められる、ということが民法の建付けであるとす

るならば、何らかの判断をした未成年者について

は何らかの行為能力を認めるという立法をする

ことは、理論上は可能であると法務省は考えるか。 

畠 中 光 成君（結い） 

＜政府参考人に対して＞  

・ 「年齢条項の見直しに関する検討委員会」で取

りまとめられた成年年齢引下げに伴う対象法令

の検討状況によれば、法制上の措置が検討中の法

律が 10 件となり少ない。要は、立法府の強い意

思があれば、すぐに引下げは実現できると考える

が、内閣官房の見解を伺いたい。  

＜発言＞  

・ 年齢引下げの実現については立法府の意思が重

要だ。8 党合意の確認書及び本改正案の共同提出

を行ったことにより、立法府の引下げ実現の意思

は明確である。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 民法上の未成年者に対し、国民投票権や選挙権

を認めることについての見解を伺いたい。  

・ 選挙権年齢を 18 歳に引き下げることについて、

公職選挙法と少年法との関係で、選挙運動等に影

響が出ないよう、法制上どのような措置が考えら

れるか。  

・ 2 年後に行われる参議院選挙等の国政選挙にお

いて、選挙権年齢引下げに関わる周知期間はどの

程度必要だと考えるか。  

＜発言＞  

・ 選挙権年齢の引下げについては、各党プロジェ

クトチームでも期限を区切って動かしていかな

いといけない。  

・ 18 歳の年齢引下げについては、国会で議論され

ているほどには十分国民に周知されていないよ

うに感じる。国民に対する周知こそ、一番の環境

整備だと思うので我々も提案していくが、政府も

しっかりと取組を行うようお願いしたい。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 公務員や教職員の地位利用について、仮に罰則

を設けられなくても、構成要件の範囲を定めるこ

とができるかについて見解を伺いたい。  

＜発言＞  

・ 罰則を設けた方が範囲を明確にしやすいと考え

るので、今後の検討課題として取り組んでいきた

い。  

・ 我が党は、国政重要問題国民投票制度の創設と

して、憲法改正以外の一般的国民投票制度につい

て提案している。今回の改正案でも、検討条項を

設けることにより議論を進めることができた。  

＜衆議院法制局当局に対して＞  

・ 諮問的国民投票制度は間接民主制に反するもの

ではなく、むしろ欧州では積極的に活用されてい

る状況について伺いたい。 
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笠 井  亮君（共産） 

＜発言＞  

・ 我が党は、改憲手続法とは関わりなく、18 歳選

挙権の一刻も早い実現を主張してきた。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 18 歳選挙権は未だに実現していないが、総務省

は、その端的な理由は何であると考えるか。また、

法案提出者は改憲手続法制定後の「様々な政治情

勢の変化」を理由に挙げているが、政府はこの間、

「政治情勢」の様子見をしていたということか。 

・ 選挙権年齢の引下げについて、総務省は冒頭説

明において「立法府において結論が出された場合

には、それに基づき適切に対処する」旨を述べて

いた。しかし、18 歳選挙権については、これまで

も改憲手続法附則 3 条によって立法府の結論が示

されていた。この間の政府の取組姿勢が問われる

と思うのだが、総務省の見解を伺いたい。  

・ 法体系全体の整合性についての政府内の検討が

遅れた旨を総務省は言うが、それでは、今回の改

定案・8 党の確認書がそれぞれ「速やかに」「2 年

以内を目指す」とした選挙権年齢の引下げについ

ては、法案成立後に政府内で行われる整合性・合

理性の検討の見通しはどうか、今度はすぐにでき

るのか、総務省の考えを伺いたい。  

・ 改憲手続法附則 3 条は、3 年以内の選挙権年齢・

成年年齢の引下げを義務付けていたと思うのだ

が、それにもかかわらず、成年年齢引下げに関す

る法制審議会への諮問が、引き下げる「べきか否

か」を問う表現になったのはなぜか。法務省に伺

いたい。  

＜発言＞  

・ 改憲手続法附則 3 条には選挙権年齢の引下げの

方向性が明示されているが、成年年齢については

そこまで示されていない旨を法務省は言うが、そ

れは附則の読み方を誤っている。法制定時の議論

はそのようなものではなかった。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 法務省は、成年年齢の 18 歳への引下げが未だ

に実現していない端的な理由は何であると考え

るか。  

・ 成年年齢の引下げに向けた環境の未整備を法務

省は理由にするが、今回の改定案が「速やかに」

とし、法案提出者が「4 年以内を目指す」とした

成年年齢の引下げについて、それに見合うような

見通しを持てるか、法務省に伺いたい。  

・ 附則 3 条による法制上の措置の中心的な検討対

象は公職選挙法、民法及び少年法であるが、これ

らについてどのような取組がなされてきたか内

閣官房に伺いたい。  

・ 改定案の附則や 8 党の確認書には、年齢引下げ

について、2 年間でとか 4 年間で措置するとある

が、これまでも実現しなかったという中で、今後

の検討の段取りについての見通しをどのように

考えているか、内閣官房に伺いたい。  

＜発言＞  

・ 投票権年齢については、7 年前の法制定時の当

初自公案では 20 歳とされ、併合修正案で 18 歳に

引き下げられたが、法施行までの 3 年間で選挙権

年齢も 18 歳に合わせることとされていた。今回

の改定案では、投票権年齢を 4 年間は 20 歳に戻

し、選挙権年齢の引下げは「検討」することとさ

れている。引下げの確実な保証がないにもかかわ

らず、改憲手続を動かせるようにするという目的

のみで成立させようとしている今回の改定案は、

廃案にすべきである。 

鈴 木 克 昌君（生活） 

＜発言＞  

・ 我が党は、憲法とは、国家以前の普遍的理念で

ある基本的人権の尊重を貫徹するために、統治権

を制約する、国家権力を縛る意味での立憲主義の

考え方を基本としている。同時に憲法は、国家の

在り方や国法、秩序を定める最高規範として安定

性が認められる性質のものである。従って国民主

権、基本的人権の尊重、平和主義、国際協調とい

う四大原則を堅持すべきであると考える。  

＜政府参考人に対して＞  

・ 今回の改正は国の形を変える可能性があるため、

憲法教育が大きな問題となってくる。これまで以

上に中高生に対する憲法教育、政治教育の充実が

必要だが、先般の参考人質疑における若者の政治

参加を推進する活動をしている二人の意見を踏

まえ、文部科学省は具体的にどのような取組を考

えているか。  

・ 具体的に次期学習指導要領の中でどのような改

訂を行う考えか。また改正国民投票法成立後、ど

のような形で中立性を担保するか。  

・ 我が党は、国民主権、基本的人権の尊重、平和

主義、国際協調という憲法の四大原則が堅持され

ていかなければならないということを前提に、共

同提案に参加した。四大原則が教育の中できちん

と担保される必要について伺いたい。  

・ 我が国では、都市部と地方とで同じような形で

教育ができるかと指摘したが、全国一律で公平に

実施されるかについて、見解を伺いたい。  

・ 総務省は今まで選挙権年齢引下げに向け、これ

までどのような議論を行ってきたのか、成年年齢

との関係で、法務省とどのような議論を行ってき

たのか。また、選挙権年齢引下げの方向が見えて

きた中で、今後具体的にどのような取組を行う考

えか。  

・ 法務省は、成年年齢引下げの方向性が出された

中で、今後具体的にどのような取組みを行う考え

か。  

・ 昨年 6 月の憲法審査会において、法務省は、消
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費者教育の充実及び若年者の総合的支援に向け

た取組の効果が実際にあらわれ、国民の間に浸透

するのにはある程度の時間を要する旨を答弁し

ているが、現段階ではどの程度の時間を要すると

考えるか。  

・ 8 党合意により、選挙権年齢は早期に 18 歳引下

げを目指すことが確認され、今改正案では成年年

齢等の引下げも附則に定められた。選挙権年齢が

成年年齢に先行して引き下げられる事態も考え

られるが、そうした場合には、実務上どのような

問題があるか。  

 

◎午後 

１．上記案について、提出者 田元君（自民）、中

谷元君（自民）、北側一雄君（公明）、枝野幸男

君（民主）、馬場伸幸君（維新）、三谷英弘君（み

んな）、畠中光成君（結い）及び鈴木克昌君（生

活）に質疑を行いました。 

 

２．参考人から意見を聴取することに、協議決定し
ました。 

 

 

◎提出者に対する質疑者及び主な質疑事項等  

山 下 貴 司君（自民） 

＜提出者に対して＞  

・ 8 党の確認書には、「選挙権年齢については、改

正法施行後 2 年以内に 18 歳に引き下げることを

目指し」とあるが、これは選挙権年齢の引下げを、

民法の成年年齢や少年法の適用対象年齢の引下

げより先行させる趣旨か。  

・ 選挙権年齢の引下げを単体で見た場合、検討す

べき論点については、どのようなものを考えてい

るのか。  

・ 本改正案が今国会で成立し、確認書にあるとお

り選挙権年齢が 2 年以内に引き下げられた場合、

次の参議院議員選挙あるいは衆議院議員選挙か

ら適用されることになるのか。  

＜発言＞  

・ 18 歳選挙権が早期に実現するならば、学校教育

における公正中立な憲法教育、政治教育の在り方

を議論することは喫緊の課題である。  

＜提出者に対して＞  

・ 本改正案 100 条の 2 と人事院規則に定める「政

治的行為」との関係を分かりやすく説明してほし

い。どのような「政治的行為」が憲法改正国民投

票では許されることになるのか。  

・ 本改正案附則 4 項には、「組織により行われる

勧誘運動、署名運動及び示威運動の公務員による

企画、主宰及び指導並びにこれらに類する行為に

対する規制の在り方について検討を加える」とあ

るが、この趣旨はどのようなものか。  

・ 憲法改正国民投票に際して、特定の政党や内閣

に対する支持・反対をあわせた内容のビラを配り、

デモを先導し、署名運動を行った場合は本改正案

ではどうなるか。  

＜発言＞  

・ 本改正案は憲法 96 条に定める改正手続を整備

する法案であるが、単なる手続法ではない。憲法

について直接意思を表明する機会を奪われてい

た国民にようやくその意思を表明する手続を整

備するもので、早期の成立を願う。  

長 妻  昭君（民主） 

＜発言＞  

・ 本改正案の成立によって、はじめて現実に憲法

改正国民投票が実施できることとなる。すなわち、

「憲法改正」が現実的な政治テーマとなることを

意味するものであり、その意味において日本人の

憲法観を変える画期的な法案と評価し得るもの

である。  

・ これまでは憲法を議論しても変えられない、変

わらないという発想があった部分もある。その意

味ではパラダイムが大きく変わって、憲法は、国

会が意思を持てば変えることができる、手続も

整ったということである。  

・ スケジュール的な話をすれば、本改正案は 6 月

には成立する見込みだと思っている。仮に今年の

6 月末に憲法改正の発議をすれば、最短で 9 月初

めには国民投票ができることになる。  

＜提出者に対して＞  

・ 安倍政権は、憲法改正の手続が整うにも関わら

ず、従来憲法 9 条によって否定されてきた集団的

自衛権の行使を、憲法改正ではなく憲法解釈の変

更によって容認しようとしている。本改正案が 6

月中には成立する見込みであるという前提に

立った上で、集団的自衛権行使容認について、憲

法改正と解釈変更のどちらが適切と考えるか、あ

わせてその理由も示されたい。  

・ 憲法改正の発議をする前に、国会でどの程度の

時間をかけて審議・議論すべきと考えるか。それ

は、テーマによって異なるというのならば、集団

的自衛権についてであればどうか。  

 

 

＜提出者に対する質疑者＞  

山下 貴司君（自民）  長妻  昭君（民主） 

西野 弘一君（維新）  斉藤 鉄夫君（公明） 

中島 克仁君（みんな） 椎名  毅君（結い） 

笠井  亮君（共産）  小宮山泰子君（生活） 
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西 野 弘 一君（維新） 

＜発言＞  

・ 現行憲法の制定から 70 年経っても改正手続法

が整備されていなかったが、我が党が昨年 5 月、

独自に国民投票法改正案を提出したことがきっ

かけとなり、今回の共同提出に至ったと自負して

いる。  

＜提出者に対して＞  

・ 本改正案が成立すれば、他の法整備が遅れても

憲法改正のための国民投票が実施できる環境が

整うのか。  

・ 公務員の国民投票運動に対して、一定の制限が

必要と考える理由を伺いたい。また、民主党は、

同運動についてできるだけ自由にすべきと主張

しているが、その理由を伺いたい。  

・ 政治参画する権利と政治に関する判断能力は

別々に考えるべきであり、投票権年齢が他の年齢

よりも先行して引き下がることには問題はない

と考える。2 年以内の選挙権年齢引下げを目指し

た各党間のプロジェクトチーム設置について合

意されているが、その準備状況を伺いたい。  

＜発言＞  

・ 我が党は結党から 1 年半であるが、党憲法調査

会を 25 回も開催し、独自の憲法改正草案を発表

できるように準備を進めている。国民投票法改正

案が成立したからといって、議論を休憩させるの

ではなく、憲法審査会において引き続き憲法議論

を進めるようお願いしたい。  

斉 藤 鉄 夫君（公明） 

＜提出者に対して＞  

・ 今回、この改正案を 7 党共同で提出できたこと、

また、8 党で確認書を交わすことができたことの

意義は非常に大きいと思うが、提出者の見解を伺

いたい。  

・ 今回、改正案を提出するに当たって、選挙権年

齢については、改正法施行後 2 年以内に 18 歳に

引き下げることを目指し、各党間でプロジェクト

チームを設置することが合意された。この各党合

意に従い、選挙権年齢が引き下げられた場合、公

職選挙法の選挙権年齢と民法の成年年齢との間

にズレが生じることも想定される。これについて、

憲法上は問題ないと考えるが、提出者の見解を確

認する。  

・ 各党合意にある選挙権年齢の引下げに係る各党

間プロジェクトチームの構成について、例えば実

効性を期すために、憲法担当者だけでなく、選挙

部会・総務部会担当者も加えるなど、提出者にお

いて現段階でのメンバー構成について考えはあ

るか。  

・ 投票権者や選挙権者の年齢要件を 18 歳以上と

した場合、同じ高校 3 年生で投票権・選挙権の有

無が生じるが、教育現場が混乱するのではないか

という意見があるがどう考えるか。  

・ 改正法附則 4 項の組織的な勧誘運動の公務員に

よる企画等に関する検討条項について、万が一必

要な法制上の措置がなされない場合でも憲法改

正国民投票は実施できるのか確認したい。  

・ この改正案が成立すると、憲法改正案が発議で

きることとなり、国民投票の土俵が整うことにな

るが、今後どのように憲法論議を進めていきたい

と考えているか。  

・ 現行法の国会質疑の際、国民投票の仕方につい

ては、「憲法案文全体について賛否を問うのでは

なく、一つ一つの項目、若しくはまとまりのある

条文について賛否の投票を行う、1 回の投票にお

いて、多くて 3～4 項目」ということを確認した

が、改めてこのような投票方法であることを確認

する。  

中 島 克 仁君（みんな） 

＜提出者に対して＞  

・ 選挙権年齢の 18 歳引下げについて、提案者と

してどう考えるか。  

・ 民法の成年年齢の 18 歳引下げについては、ど

う考えるか。  

・ 成年年齢を引き下げると、それまで未成年とし

て取り扱われてきた者の保護に欠けるという指

摘もあるが、その点についてどのように考えるか。 

・ 政府の中でも、法務省は特に成年年齢引下げに

消極的な見解を示しているようであるが、この点

についてどう考えるか。  

・ 参考人の意見の中には、兵役の義務と参政権と

がセットとして扱われてきたという意見もあっ

たが、参政権とセットとして認識すべきはどのよ

うな義務と考えるか。  

・ 民法の成年年齢及び少年法の適用対象年齢が 20

歳のままでも、投票権年齢を 18 歳へ引き下げる

べきと考えるか。  

・ 成年年齢や選挙権年齢が 18 歳に引き下げられ

ることとなると、教育現場の混乱等も危惧される。

また、昨今国政選挙や地方選挙の投票率が低下し

ており、やはり政治参加に関する教育の重要性が

高まってくると考えるが、今後どうあるべきか、

見解を伺う。  

＜発言＞  

・ 政治誘導という意味ではなく、昨今の低投票率

を解決するため、我が党は政治参加教育の推進の

ための議員立法を提出したいと考えている。  

＜提出者に対して＞  

・ 中学校、高等学校において、学生に生の政治に

触れさせることと、政治的に偏った教育を行うこ

とを分けることは可能と考えるか。  
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・ 公務員や教育者による「国民投票運動での地位利

用」について、罰則を設けるべきではないかとの見解

についてどう考えるか。 

椎 名  毅君（結い） 

＜提出者に対して＞  

・ 我が党は、若年層の権利を確保していくために

18 歳に関する経過措置規定を早急に削除すべき

と考えているが、本改正案では、100 条の 2 で公

務員の政治的行為の制限に対する重大な例外が

設けられる一方、18 歳投票権については相変わら

ず 4 年先送りとされている。なぜ若年層への投票

権の緩和をせず、公務員の国民投票運動だけ緩和

したのか。特に、公務員の政治的活動の自由と国

民投票運動の自由とを明確に分けて規定した理

由は何か、諸外国の法制も含めて教えていただき

たい。  

・ 教育公務員が学校の施設を使用して事実上の選

挙運動を行っている例も散見されるところだが、

現行法 103 条 2 項の地位利用禁止と改正案 100 条

の 2 との適用関係を確認したい。教育公務員は、

「影響力又は便益を利用しない国民投票運動」な

ら行い得るという意味か。  

・ 例えば、教育者が学校のファックスを使って国

民投票に関する勧誘行為を行ったり、教員間の打

ち合わせと称して国民投票に関する勧誘行為を

行うことは否定されるという理解でよいか。また、

本改正案により 4 年後に投票権年齢が 18 歳に引

き下げられた場合、教育公務員が授業又は授業外

の活動を通じて 18 歳の高校生に対して国民投票

に関する勧誘行為を行うことは否定されるとい

う理解でよいか。  

・ 教育者などの地位利用については、罰則を設け

るべきであると考える。この点に関しての所見と、

地位利用に対する罰則についての検討の方向性

について意見をいただきたい。  

・ 選挙権年齢等の引下げについては「国民投票の

投票権を有する者の年齢と選挙権を有する者の

年齢との均衡等を勘案し」と規定されているが、

選挙権年齢を引き下げるという意味だと考えて

よいか。投票権年齢を 20 歳にしようという方向

で「均衡を勘案」されるということが懸念される

ため、確認したい。  

＜発言＞  

・ 国際的に見ても、選挙権年齢と投票権年齢を 18

歳に設定するのがスタンダードである。若年層の

権利を保障するためにも、18 歳にしていくことが

重要であり、可及的速やかに選挙権年齢を 18 歳

に引き下げるという対応をしていただきたい。  

笠 井  亮君（共産） 

＜提出者に対して＞  

・ 枝野議員は 2014 年 4 月 17 日の憲法審査会で、

本改定案では 4 年後に自動的に選挙権年齢と成年

年齢が 18 歳となると述べていたがその趣旨如何。 

・ 現行法審議の際に、国民投票は人を選ぶ選挙と

は異なるのだから、できるだけ多くの国民が国民

投票に関わることができるようにすべきだとい

う議論があったが、この考えは変わっていないの

か。  

・ 年齢問題全体における成年年齢の位置付けや、

成年年齢、選挙権年齢、投票権年齢の関係につい

て現行法の提出者は、どのような説明をしていた

か。  

＜発言＞  

・ 7 年前の議論では、選挙権年齢は成年年齢に合

わせて定められたという経過があるので、成年年

齢に合わせて選挙権年齢、投票権年齢を定める方

が国民に理解を得ることができるという意見が

あった。しかし、それでは政府の検討というハー

ドルがあるので、（年齢引下げは）順次と、考え

方が変わってきているのではないか。  

＜提出者に対して＞  

・ 現行法では、選挙権年齢等の引下げは投票権年

齢引下げの前提であったはずなのに、なぜ本改定

案では投票権年齢と選挙権年齢の引下げのリン

クを外すことができるのか。  

・ 本改定案では成年年齢の扱いが明らかに後退し

ている。本改定案における成年年齢等に対する考

え方は現行法と変わったのか。  

・ 現行法では、年齢条項引下げ等は法施行後 3 年

以内と期限を区切っていたのに、本改定案ではな

ぜ期限を定めなかったのか。確認書に「選挙権年

齢の引下げは 2 年後に」とあるのに、なぜ改定案

に盛り込まなかったのか。  

＜発言＞  

・ 現行法は 3 年以内という年限を決めながら、法

制上の措置ができなかったため、手続法を動かす

ことができなかった。本改定案では、年齢条項に

関する考え方を変えて、法制上の措置を講ずるこ

とが出来なかったとしても、手続法を動かすこと

ができるようにした。これは、改憲先にありきの

御都合主義ではないか。  

＜提出者に対して＞  

・ 裁判官等の 4 職種の国民投票運動を禁止する理

由として、前回の質疑で北側議員は国民投票運動

を直接取り締まるあるいはこれをジャッジする

者であるからと述べていたが、これは現行法制定

時にも分かっていたことではないか。2007 年の併

合修正案では禁止の対象ではなくなったことを

どう説明するのか。  

・ 裁判官等の 4 職種の国民投票運動を禁止するこ

とは「より多くの国民が国民投票に関わることが

できるように」との趣旨を根本的に変えるという

ことではないか。  
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・ 枝野議員はかつての民主党案では特定公務員の

項目が入っていなかったにもかかわらず、前回の

憲法審査会で特定公務員の範囲が拡大されたこ

とを評価すると述べていたが、なぜ評価できるの

か。  

・ 本改定案 100 条の 2 について、公務員も、純粋

の勧誘や意見表明に限ってできるとされている

が、これは「純粋な」という点で現行法でもでき

るという理解でよいか。そうだとすると、国家公

務員については新たな措置をとっていないとい

うことか。  

＜発言＞  

・ 国家公務員について新たな措置を講じず、地方

公務員も「公の投票」の部分から国民投票を外す

だけで、国民投票運動の自由が広がったというの

は誇大ではないか。  

＜提出者に対して＞  

・ 7 年前の民主党案では、国民投票において国家

公務員の規制は全面適用除外とされていたのに、

地方公務員だけを外すとした本改定案になぜ賛

同できるのか。  

・ 2007 年に枝野議員は、公務の中立性については、

職務専念義務や信用失墜の規定で対処できると

述べ、現行法附則 11 条を批判していたが、今日

はそれらで対処出来なくなったということか。  

・ 本改定案の附則 4 項のように、公務員の組織を

使った活動の規制を規定した法律は他にあるの

か。ないのであれば、改憲手続法に他の法律に見

られない、国民の権利に規制を加えることになる。

そのような検討はやめるべきではないか。  

・ 2007 年に枝野議員は、現行法附則 11 条に関し

て公務員の政治活動の自由に関する根幹部分を

先送りすることは論理的に成り立たないと述べ

ていたが、本改定案も「組織」の部分は検討条項

として先送りされており、これでは議論が尽くさ

れたとは言えないのではないか。  

小宮山 泰 子君（生活） 

＜発言＞  

・ 年齢引下げについて、我が党は年限を区切って

法制上の措置を講ずるべきと主張してきた。その

結果、附則には年限を明記できなかったが、選挙

権年齢については、2 年以内の引下げを目指して

各党間でプロジェクトチームを設置すること等

が 8 党合意に盛り込まれた。  

＜提出者に対して＞  

・ 先日の参考人の意見に対する所見とともに、選

挙権年齢等の引下げに係る今後の議論の進め方

及び年齢引下げの効果について提出者の考えを

伺いたい。  

・ 公務員の政治的行為について、我が党の主張を

受け、「国民投票運動を行う公務員に萎縮的効果

を与えないように政府に配慮を求める」旨が 8 党

合意に盛り込まれた。これに対しては、参考人か

ら不安視する意見もあったが、この合意の趣旨を

確認したい。  

＜発言＞  

・ 国民主権の下、国民一人一人が自分の意思で考

え、行動することが制限されないよう、国民投票

運動を行うに当たっては、萎縮的効果を与えない

ようにされるべきだと考えており、この合意は意

義深いものである。  

＜提出者に対して＞  

・ 一般的国民投票制度の導入について、我が党は

憲法改正以外の国民投票について、より前向きな

検討条項を置くことを主張し、このことは、改正

法附則に改めて規定し直されている。この再規定

の理由及び同制度導入に向けた具体的な議論の

進め方を伺いたい。  

＜発言＞  

・ 先日の本会議で自民党若手議員から「忙しい官

房長官を呼びつけて何事だ」という趣旨の不規則

発言があった。このことは、憲法 63 条の趣旨に

照らしても残念であり、遺憾の意を表明する。  
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